
令和６年度

関東地区土地政策推進連携協議会通常総会 次第

日 時：令和６年５月１６日（木）１４：００～１５：３０

場 所：さいたま新都心合同庁舎２号館 ５階 共用大会議室５０１（Web開催併用）

１．開 会

２．挨 拶

・関東地方整備局用地部長 挨拶

３．議 題

（１）規約の変更等について （資料１）

（２）令和５年度事業報告について （資料２）

（３）令和６年度事業計画（案）について （資料３）

４．その他 （資料４）

５．閉 会



（案） 【資料１】 

関東地区土地政策推進連携協議会規約

（名称）

第１条 本協議会は、関東地区土地政策推進連携協議会（以下「本会」という。）と称

する。

（目的）

第２条 本会は、関係する機関等が連携することにより、所有者不明土地の利用の円滑

化等に関する特別措置法（平成 30 年法律第 49 号。以下「所有者不明土地法」という。）
の適正かつ円滑な施行を図るとともに、地方公共団体が行う公共用地の取得又は使用

に係る業務（以下「用地業務」という。）、地籍調査等の土地に係る施策の円滑な遂

行に寄与することを目的とする。

（活動） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる活動を行う。

一 所有者不明土地法の施行に関する情報共有及び支援

二 所有者不明土地問題の解消に関する取組の情報共有及び支援

三 地方公共団体の用地業務、地籍調査等の円滑な遂行のための情報共有及び支援

四 前各号に関する相談体制（ネットワーク）の構築

五 前各号に掲げるもののほか、前条の目的を達成するために必要なこと

（構成員）

第４条 本会の構成員は、別表１及び別表２のとおりとする。

（会長）

第５条 会長は、国土交通省関東地方整備局長をもってこれに充てる。

２ 会長は、本会を代表し、会務を統括する。

３ 会長に事故等があり会務を遂行することができないときは、あらかじめ会長の指名

する者が会務を代行する。

（幹事）

第６条 幹事は、会長が指名するものとし、任期は２年とする。

２ 幹事は、第８条第４項各号に掲げる事項について、審議を行うものとする。

（総会）

第７条 総会は、通常総会及び臨時総会とし、別表１に掲げる構成員をもって構成する。

２ 通常総会は、年１回開催する。

３ 臨時総会の開催は、必要に応じて会長が決定する。
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（案） 【資料１】 

４ 会長が必要と認めるときは、別表１に掲げる構成員以外の者に出席を求めることが

できる。

５ 総会は、審議に緊急を要する等やむを得ない場合は、書面により開催することがで

きる。

６ 本規約の改正及び構成員の加入その他本会の会務に関する重要な事項については、

総会で決定する。

（幹事会）

第８条 総会の下に幹事会を置く。

２ 幹事会の開催は、必要に応じて会長が決定する。

３ 幹事会は、国土交通省関東地方整備局用地部長が主宰する。

４ 幹事会は、次の各号に掲げる事項を審議する。

一 本会の活動内容の調整及び執行に関する事項

二 総会に提出する事案に関する事項

三 総会が幹事会に委任した事項

四 前各号に掲げるもののほか、会務の執行に関する事項

５ 幹事会は、本会事務の円滑な運営を行うため、分科会等を設置できるものとする。

６ 分科会等の運営については、別に定める。

（事務局）

第９条 本会の事務局は、国土交通省関東地方整備局用地部用地企画課に置く。

２ 事務局長は、国土交通省関東地方整備局用地部長をもってこれに充てる。

３ 事務局は、本会運営の事務を行う。

（その他）

第１０条 本規約に定めるもののほか、本会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定

める。

附 則

本規約は、平成３１年２月５日から施行する。

附 則

改正後の規約は、令和４年５月１７日から施行する。

附 則

改正後の規約は、令和４年７月２６日から施行する。

附 則

改正後の規約は、令和５年５月１６日から施行する。

附 則

改正後の規約は、令和６年５月１６日から施行する。

2



（案） 【資料１】 

別表１

関東地区土地政策推進連携協議会構成員名簿（会員・協力会員）

○会 員 国土交通省関東地方整備局

法務省東京法務局

財務省関東財務局 

農林水産省関東農政局 

林野庁 

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

山梨県

長野県

さいたま市

千葉市

横浜市

川崎市

相模原市

○協力会員 関東弁護士会連合会

関東ブロック司法書士会協議会

埼玉県行政書士会

埼玉土地家屋調査士会

関東甲信不動産鑑定士協会連合会

公益社団法人 東京都不動産鑑定士協会

一般社団法人 日本補償コンサルタント協会関東支部

公益社団法人 埼玉県宅地建物取引業協会

公益社団法人 全日本不動産協会東京都本部

茨城県行政書士会

栃木県行政書士会

群馬県行政書士会

東京都行政書士会

神奈川県行政書士会
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（案） 【資料１】 

山梨県行政書士会

長野県行政書士会

千葉県行政書士会

別表２

関東地区土地政策推進連携協議会構成員名簿（特別会員）

○特別会員 茨城県内の市町村

栃木県内の市町村

群馬県内の市町村

埼玉県内の市町村（さいたま市を除く。）

千葉県内の市町村（千葉市を除く。）

東京都内の市区町村

神奈川県内の市町村（横浜市、川崎市及び相模原市を除く。）

山梨県内の市町村

長野県内の市町村
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【資料１】 

関東地区土地政策推進連携協議会規約 新旧対照表 

（下線の部分は変更部分）

変更後 変更前 

関東地区土地政策推進連携協議会規約

（名称）

第１条 本協議会は、関東地区土地政策推進連携協議会（以下「本会」という。）と

称する。

（目的）

第２条 本会は、関係する機関等が連携することにより、所有者不明土地の利用の

円滑化等に関する特別措置法（平成３０年法律第４９号。以下「所有者不明土地

法」という。）の適正かつ円滑な施行を図るとともに、地方公共団体が行う公共

用地の取得又は使用に係る業務（以下「用地業務」という。）、地籍調査等の土地

に係る施策の円滑な遂行に寄与することを目的とする。

（活動） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる活動を行う。

一 所有者不明土地法の施行に関する情報共有及び支援

二 所有者不明土地問題の解消に関する取組の情報共有及び支援

三 地方公共団体の用地業務、地籍調査等の円滑な遂行のための情報共有及び支

援

四 前各号に関する相談体制（ネットワーク）の構築

五 前各号に掲げるもののほか、前条の目的を達成するために必要なこと

（構成員）

第４条 本会の構成員は、別表１及び別表２のとおりとする。

（会長）

第５条 会長は、国土交通省関東地方整備局長をもってこれに充てる。

２ 会長は、本会を代表し、会務を統括する。

関東地区土地政策推進連携協議会規約

（名称）

第１条 本協議会は、関東地区土地政策推進連携協議会（以下「本会」という。）と

称する。

（目的）

第２条 本会は、関係する機関等が連携することにより、所有者不明土地の利用の

円滑化等に関する特別措置法（平成３０年法律第４９号。以下「所有者不明土地

法」という。）の適正かつ円滑な施行を図るとともに、地方公共団体が行う公共

用地の取得又は使用に係る業務（以下「用地業務」という。）、地籍調査等の土地

に係る施策の円滑な遂行に寄与することを目的とする。

（活動） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる活動を行う。

一 所有者不明土地法の施行に関する情報共有及び支援

二 所有者不明土地問題の解消に関する取組の情報共有及び支援

三 地方公共団体の用地業務、地籍調査等の円滑な遂行のための情報共有及び支

援

四 前各号に関する相談体制（ネットワーク）の構築

五 前各号に掲げるもののほか、前条の目的を達成するために必要なこと

（構成員）

第４条 本会の構成員は、別表１及び別表２のとおりとする。

（会長）

第５条 会長は、国土交通省関東地方整備局長をもってこれに充てる。

２ 会長は、本会を代表し、会務を統括する。
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【資料１】 

３ 会長に事故等があり会務を遂行することができないときは、あらかじめ会長の

指名する者が会務を代行する。

（幹事）

第６条 幹事は、会長が指名するものとし、任期は２年とする。

２ 幹事は、第８条第４項各号に掲げる事項について、審議を行うものとする。

（総会）

第７条 総会は、通常総会及び臨時総会とし、別表１に掲げる構成員をもって構成

する。

２ 通常総会は、年１回開催する。

３ 臨時総会の開催は、必要に応じて会長が決定する。

４ 会長が必要と認めるときは、別表１に掲げる構成員以外の者に出席を求めるこ

とができる。

５ 総会は、審議に緊急を要する等やむを得ない場合は、書面により開催すること

ができる。

６ 本規約の改正及び構成員の加入その他本会の会務に関する重要な事項について

は、総会で決定する。

（幹事会）

第８条 総会の下に幹事会を置く。

２ 幹事会の開催は、必要に応じて会長が決定する。

３ 幹事会は、国土交通省関東地方整備局用地部長が主宰する。

４ 幹事会は、次の各号に掲げる事項を審議する。

一 本会の活動内容の調整及び執行に関する事項

二 総会に提出する事案に関する事項

三 総会が幹事会に委任した事項

四 前各号に掲げるもののほか、会務の執行に関する事項

５ 幹事会は、本会事務の円滑な運営を行うため、分科会等を設置できるものとす

る。

６ 分科会等の運営については、別に定める。

３ 会長に事故等があり会務を遂行することができないときは、あらかじめ会長の

指名する者が会務を代行する。

（幹事）

第６条 幹事は、会長が指名するものとし、任期は２年とする。

２ 幹事は、第８条第４項各号に掲げる事項について、審議を行うものとする。

（総会）

第７条 総会は、通常総会及び臨時総会とし、別表１に掲げる構成員をもって構成

する。

２ 通常総会は、年１回開催する。

３ 臨時総会の開催は、必要に応じて会長が決定する。

４ 会長が必要と認めるときは、別表１に掲げる構成員以外の者に出席を求めるこ

とができる。

５ 総会は、審議に緊急を要する等やむを得ない場合は、書面により開催すること

ができる。

６ 本規約の改正及び構成員の加入その他本会の会務に関する重要な事項について

は、総会で決定する。

（幹事会）

第８条 総会の下に幹事会を置く。

２ 幹事会の開催は、必要に応じて会長が決定する。

３ 幹事会は、国土交通省関東地方整備局用地部長が主宰する。

４ 幹事会は、次の各号に掲げる事項を審議する。

一 本会の活動内容の調整及び執行に関する事項

二 総会に提出する事案に関する事項

三 総会が幹事会に委任した事項

四 前各号に掲げるもののほか、会務の執行に関する事項

５ 幹事会は、本会事務の円滑な運営を行うため、分科会等を設置できるものとす

る。

６ 分科会等の運営については、別に定める。
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【資料１】 

（事務局）

第９条 本会の事務局は、国土交通省関東地方整備局用地部用地企画課に置く。

２ 事務局長は、国土交通省関東地方整備局用地部長をもってこれに充てる。

３ 事務局は、本会運営の事務を行う。

（その他）

第１０条 本規約に定めるもののほか、本会の運営に関し必要な事項は、会長が別

に定める。

附 則

本規約は、平成３１年２月５日から施行する。

附 則

改正後の規約は、令和４年５月１７日から施行する。

附 則

改正後の規約は、令和４年７月２６日から施行する。

附 則

改正後の規約は、令和５年５月１６日から施行する。

附 則

改正後の規約は、令和６年５月１６日から施行する。

別表１

関東地区土地政策推進連携協議会構成員名簿（会員・協力会員）

○会    員  国土交通省関東地方整備局

法務省東京法務局

財務省関東財務局

農林水産省関東農政局

林野庁

茨城県

（事務局）

第９条 本会の事務局は、国土交通省関東地方整備局用地部用地企画課に置く。

２ 事務局長は、国土交通省関東地方整備局用地部長をもってこれに充てる。

３ 事務局は、本会運営の事務を行う。

（その他）

第１０条 本規約に定めるもののほか、本会の運営に関し必要な事項は、会長が別

に定める。

附 則

本規約は、平成３１年２月５日から施行する。

附 則

改正後の規約は、令和４年５月１７日から施行する。

附 則

改正後の規約は、令和４年７月２６日から施行する。

附 則

改正後の規約は、令和５年５月１６日から施行する。

別表１

関東地区土地政策推進連携協議会構成員名簿（会員・協力会員）

○会    員  国土交通省関東地方整備局

法務省東京法務局

財務省関東財務局

農林水産省関東農政局

林野庁

茨城県
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【資料１】 

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

山梨県

長野県

さいたま市

千葉市

横浜市

川崎市

相模原市

○協力会員 関東弁護士会連合会

関東ブロック司法書士会協議会

埼玉県行政書士会

埼玉土地家屋調査士会

関東甲信不動産鑑定士協会連合会

公益社団法人 東京都不動産鑑定士協会

一般社団法人 日本補償コンサルタント協会関東支部

公益社団法人 埼玉県宅地建物取引業協会

公益社団法人 全日本不動産協会東京都本部

茨城県行政書士会

栃木県行政書士会

群馬県行政書士会

東京都行政書士会

神奈川県行政書士会

山梨県行政書士会

長野県行政書士会

千葉県行政書士会

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

山梨県

長野県

さいたま市

千葉市

横浜市

川崎市

相模原市

○協力会員 関東弁護士会連合会

関東ブロック司法書士会協議会

埼玉県行政書士会

埼玉土地家屋調査士会

関東甲信不動産鑑定士協会連合会

公益社団法人 東京都不動産鑑定士協会

一般社団法人 日本補償コンサルタント協会関東支部

公益社団法人 埼玉県宅地建物取引業協会

公益社団法人 全日本不動産協会東京都本部

茨城県行政書士会

栃木県行政書士会

群馬県行政書士会

東京都行政書士会

神奈川県行政書士会

山梨県行政書士会

長野県行政書士会
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【資料１】 

別表２

関東地区土地政策推進連携協議会構成員名簿（特別会員）

○特別会員 茨城県内の市町村

栃木県内の市町村

群馬県内の市町村

埼玉県内の市町村（さいたま市を除く。）

千葉県内の市町村（千葉市を除く。）

東京都内の市区町村

神奈川県内の市町村（横浜市、川崎市及び相模原市を除く。）

山梨県内の市町村

長野県内の市町村

別表２

関東地区土地政策推進連携協議会構成員名簿（特別会員）

○特別会員 茨城県内の市町村

栃木県内の市町村

群馬県内の市町村

埼玉県内の市町村（さいたま市を除く。）

千葉県内の市町村（千葉市を除く。）

東京都内の市区町村

神奈川県内の市町村（横浜市、川崎市及び相模原市を除く。）

山梨県内の市町村

長野県内の市町村
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(案) 【資料２】 

関東地区土地政策推進連携協議会 

令和５年度事業報告 

１．総 会 

（１）通常総会 

日 時 令和５年５月１６日（火） 

開催方法 会場（さいたま新都心合同庁舎２号館）、ライブ配信（Microsoft Teams） 

議 題 （１）規約の変更等について

（２）令和４年度事業報告について 

（３）令和５年度事業計画（案）について 

２．幹事会 

（１）第１回幹事会 

日 時 令和５年４月２７日（木） 

開催方法 Web 会議（Microsoft Teams） 

議 題 （１）規約の変更等について

（２）令和４年度事業報告について 

（３）令和５年度事業計画（案）について 

（２）第２回幹事会 

日 時 令和６年３月８日（金） 

開催方法 Web 会議（Microsoft Teams） 

議 題 （１）規約の変更等について

（２）令和５年度事業報告について 

（３）令和６年度事業計画（案）について 

（４）令和６年度通常総会での協力会員からの報告について 

３．講演会（所有者不明土地法等に関する連続実務セミナー） 

（１）①「相続土地国庫帰属法について」

②「相続登記促進のための諸制度について」

～表題部所有者不明土地解消作業及び長期相続登記未了土地解消作業を中心に～

開 催 日 令和５年７月２８日（金） 

実施方法 ライブ配信（Microsoft Teams）

動画共有サービスサイト（YouTube）への掲載 

公開期間 令和５年８月４日～令和６年３月３１日 

講 師 東京法務局 民事行政部不動産登記部門 栗田裕正表示登記専門官 
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(案) 【資料２】 

（２）①「空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律について」

②「空き家対策の事例について～超リアル！都市型空き家問題 奮闘記～」

開 催 日 令和５年９月２５日（月） 

実施方法 ライブ配信（Microsoft Teams）

動画共有サービスサイト（YouTube）への掲載 

公開期間 令和５年１２月１２日～令和６年６月３０日 

講 師  ①関東地方整備局建政部 住宅整備課長 井波 まどか 氏

②一般社団法人まちなか整備・管理機構 代表理事 葛生 貴昭 氏

（３）①「未利用国有地の管理処分について」

②「所有者不明農地について」

③「所有者不明森林への対応について」

開 催 日 令和５年１１月２９日（水） 

実施方法 ライブ配信（Microsoft Teams）

動画共有サービスサイト（YouTube）への掲載 

公開期間 令和５年１２月１５日～令和６年６月３０日 

講 師 ①関東財務局 管財第一部 管財総括第三課 国有財産管理官 岩久保 佳宏 氏

②関東農政局 経営・事業支援部 農地政策推進課長 高嶋 政幸 氏

③林野庁 森林整備部 森林利用課 森林集積推進室 企画係長 武山 泰之 氏

４．講習会 

（１）①「土地所有者等の探索方法について」

②「所有者探索実例について」～多数相続（家督相続・隠居及び相続人が外国居住）の場合～

開 催 日 令和５年１０月２５日（水） 

実施方法 ライブ配信（Microsoft Teams）

動画共有サービスサイト（YouTube）への掲載 

公開期間 令和５年１２月１２日～令和６年６月３０日 

講 師  ①埼玉司法書士会 事務局長

埼玉県公共嘱託登記司法書士協会 代表理事

佐瀬 比幸子 氏

②株式会社大和設計 代表取締役社長 大内 和典 氏

株式会社東光測建 代表取締役社長 鈴木 繁 氏
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(案) 【資料２】 

（２）①「つるおかランド・バンク ファーストペンギンの現状」

②「空き家・空き地対策について」

開 催 日 令和５年１２月１８日（月） 

実施方法 ライブ配信（Microsoft Teams）

動画共有サービスサイト（YouTube）への掲載 

公開期間 令和６年１月２２日～令和６年６月３０日 

講 師  ①特定非営利活動法人つるおかランド・バンク 理事長 廣瀬 大治 氏

②山形県鶴岡市 建設部都市計画課 専門員 高嶋 伸 氏

５．交渉スキル研修 

開 催 日 令和５年１０月１８日（水） 

実施方法 会場（さいたま新都心合同庁舎２号館） 

内 容 用地交渉の実践的な交渉スキル習得のための実務研修 

講 師 (株)話し方研究所 山口 忠嗣

６．個別事案相談会 

（１）実施日及び開催場所 

【神奈川県開催】 

 実 施 日 令和５年９月２０日（水） 

  開催場所 神奈川県横浜西合同庁舎６階会議室６A 

【埼玉県開催】 

実 施 日 令和５年９月２７日（水） 

開催場所 埼玉県庁衛生会館３階５３１会議室 

【山梨県開催】 

実 施 日 令和５年１０月３日（火） 

開催場所 山梨県庁県土整備部用地課別館３階打合せ室 

【茨城県開催】 

実 施 日 令和５年１０月１２日（木） 

開催場所 茨城県庁９階共用会議室９０１

【長野県開催】 

実 施 日 令和５年１０月３１日（火） 

開催場所 長野県庁西庁舎１階西１０８号会議室
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(案) 【資料２】 

【群馬県開催】 

実 施 日 令和５年１１月７日（火） 

開催場所 群馬県庁２１階２１１会議室

【東京都開催】 

実 施 日 令和５年１１月１３日（月） 

開催場所 東京都庁第二本庁舎６階北側６Ｂ会議室

  【栃木県開催】 

実 施 日 令和５年１２月６日（水） 

開催場所 栃木県庁研修館４階４０２会議室

【千葉県開催】 

実 施 日 令和５年１２月１４日（木） 

開催場所 千葉県庁中庁舎４階県土整備部会議室

（２）実施内容 別添資料 P20、21 のとおり 

７．制度利用促進対応 

個別事案相談会と同日に実施。

８．アンケート調査 

調査対象 特別会員（地区内の市区町村４１５自治体） 

実 施 日 令和６年１月９日（火）～１月２２日（月） 

※回答結果を踏まえて令和６年度事業計画案を作成。
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令和５年度　関東地区土地政策推進連携協議会　個別事案相談会　開催状況①

神奈川会場 埼玉会場 山梨会場 茨城会場 長野会場 群馬会場 東京会場 栃木会場 千葉会場

1.開催日 ９月２０日（水） ９月２７日（水） １０月３日（火） １０月１２日（木） １０月３１日（火） １１月７日（火） １１月１３日（月） １２月６日（水） １２月１４日（木）

2-1.
個別事案相談会
開催場所

神奈川県横浜西合同庁
舎内会議室

埼玉県庁内
会議室

山梨県庁内
会議室

茨城県庁内
会議室

長野県庁内
会議室

群馬県庁内
会議室

東京都庁内
会議室

栃木県庁内
会議室

千葉県庁内
会議室

施行予定区域内の所在
不明権利者の所在につ
いて（別日対応）

調査が難航している事
案の解決方法（別日対
応）

地籍調査区域内の相続
人不存在の土地の取扱
い

地籍調査区域に隣接す
る土地で相続人不存在
の土地の取扱い

地図の備え付けのない土地
（公図自体がない土地）の買
収を行う必要があるため、当
該土地の公図をどのように登
記し買収するか

相続に伴う登記手続が
数代にわたりされてい
ない土地について

用地買収を行ったと思
われるが、登記変更が
されていない土地につ
いて

相続に伴う登記手続が
数代にわたりされてい
ない土地について

隣接地権者が境界確定
未了の場合の契約につ
いて

関連移転に伴う東京都
との調整について

敷地の境界確定に応じ
て頂けない地権者に対
する用地取得の進め方
について

集合住宅の補償につい
て（別日対応）

相続に伴う登記手続が
数代にわたりされてい
ない相続人多数による
共有土地及びその土地
上に存する補償物件に
ついて

所有者不明土地法の活
用方法について（別日
対応）

所有者不明土地管理制
度の活用について

道路用地として取得対
象の土地のうち、相続
に伴う登記手続きが数
代にわたりされていな
い土地について

登記簿表題部の所有者
欄に「大字持」と記載
されている不動産の所
有権移転登記について

相続に伴う登記手続き
が完了されていない土
地の買収契約について

借地権が設定されてい
る土地に係る補償の考
え方について

法務局による筆界未定
地作成事案の処理につ
いて

地籍調査事業の認証済
み地区の法務局持込に
ついて

本事業により接続する
既存の（主）高崎渋川
線の拡幅にかかり、表
題部登記のみで住所の
ない登記名義人が１／
６ずつ共有する墓地の
取得について

所有者不明土地対策計
画の策定の進め方等に
ついて

区画整理事業区域内に
おける所有者不明建物
の権利について

墓地の永代使用料の補
償及び算定について
（別日対応）

道路築造に伴う鉄塔移
設補償について

表題部所有者不明土地
について

60名共有地の土地取得
等について

2-2.
相談内容

土地所有者不明に伴
い、管理人選任に関す
ること

表題部所有者不明土地
（共有土地）の所有者
調査について

建物移転を伴わない用
地買収における既存不
適格への対応について

土地の所有者の所在が
明らかでない土地の調
査について（別日対
応）

【資料２】別添
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令和５年度個別事案相談会開催状況②

【千葉県】【東京都】

【埼玉県】

【群馬県】

【神奈川県】

【長野県】【茨城県】

【栃木県】

【山梨県】

【資料２】 別添
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（案） 【資料３】

関東地区土地政策推進連携協議会

令和６年度事業計画

〔１〕総 会

１ 日 時 ： 令和６年５月１６日（木）１４：００～１５：３０

２ 場 所 ： さいたま新都心合同庁舎２号館（Web 会議併用）

３ 予定議題 ： ①規約の変更等について

②令和５年度事業報告について

③令和６年度事業計画（案）について

〔２〕幹事会

項目

回 時 期

実施方法

又は場所 議 題

 第１回 令和６年 

４月 23 日

Web 会議 

(Microsoft Teams）

① 規約の変更等について

② 令和５年度事業報告について

③ 令和６年度事業計画（案）について

 第２回 令和７年 

３月上旬 

Web 会議 

(Microsoft Teams）

① 令和６年度事業報告について

② 令和７年度事業計画（案）について

③ その他

〔３〕講演会

（１）テーマ（案）

●不動産登記法の改正（相続登記の義務化等）

●民法の改正（相隣関係・共有・相続・財産管理制度）

（２）会 場：ライブ配信（Microsoft Teams）、動画配信（YouTube）
（３）日 程：２回／年

〔４〕実務講習会

（１）テーマ（案）

●土地所有者等の探索方法（表題部所有者不明土地等）

●空き家対策の事例について

●不動産登記手続（登記申請、筆界特定制度、土地境界「みなし確認」等）

（２）会 場：ライブ配信（Microsoft Teams）、動画配信（YouTube）
（３）日    程：３回／年 
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（案） 【資料３】

〔５〕個別事案相談会

（１）実施（案）

所有者不明土地及び地籍調査等が事業上の支障となっている案件等の個別

相談について、連携協議会事務局と各法務局職員が連携し、相談対応

（２）会  場：各都県にて確保可能な会議室等

（制度利用促進対応と同日開催を想定）

（３）日  程：令和６年９月～令和６年１２月予定【各都県１回開催（予定）】

〔６〕制度利用促進対応

（１）実施（案）

所有者不明土地法に規定されている制度について、各都県における取組状況

を確認し、問題点を整理のうえ制度利用の促進を図る

（２）会  場：各都県にて確保可能な会議室等（相談会と同日実施を想定）

（３）日  程：令和６年９月～令和６年１２月予定【各都県１回実施（予定）】

〔７〕アンケートの実施

（次年度の協議会活動（講演会、講習会等）等に関する要望等調査）

・市区町村へのアンケートの配布（４１５自治体） １月

※アンケート項目、様式等については、会員及び協力会員に事前に照会。

・アンケート結果の集計・分析、支援メニュー案等検討（事務局） ２月

※第２回幹事会（令和７年３月上旬予定）において、集計・分析結果及び結果

を踏まえた次年度事業計画案等を事務局から提示。
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令和６年度　講演会、実務講習会及び個別事案相談会について（案） 【資料３】　別添　

開催方法開催（予定）日 テーマ案 内容詳細、理由等 講師

R6.7 不動産登記法の改正（相続登記の義務化等）
・R6.4.1施行の相続登記の義務化についての解説（相続人申告登記）、R6.3.1施行の戸籍法改正についての解説
（特別会員へのアンケートを実施した結果、開催要望が多かった項目）

協力会員（司法書士）

R6.11 民法の改正（相隣関係・共有・相続・財産管理制度）
・R3民法改正（所有者不明土地等関係）の解説、事例の紹介（民民間のトラブルなど）
（特別会員へのアンケートを実施した結果、開催要望が多かった項目）

協力会員（弁護士）

R6.9 土地所有者等の探索方法（表題部所有者不明土地等）
・表題部所有者不明土地解消作業の解説及び具体的事例の紹介、表題部所有者不明土地の具体的な探索方法
の紹介など
（特別会員へのアンケートを実施した結果、開催要望が多かった項目）

会員（東京法務局）

R6.10 空き家対策の事例について
・具体的な空き家対策、活用事例についての紹介
（特別会員へのアンケートを実施した結果、開催要望が多かった項目）

協力会員（宅建業協会）

R6.12
不動産登記手続（登記申請、筆界特定制度、
土地境界「みなし確認」等）

・表示登記の申請（運用見直し）について
・筆界特定制度手続きの流れ（地籍調査における活用事例の紹介）など
（特別会員へのアンケートを実施した結果、開催要望が多かった項目）

協力会員（土地家屋調査士）

個別事案相談会 各都県に関東地整職員が出向き、各地方法務局職員と連携して所有者不明土地等に関する相談会を実施
関東地方整備局
各法務局

制度利用促進対応 各都県における所有者不明土地問題等の解決に向けた取組に関する相談対応 関東地方整備局

各都県 R6.9～R6.12

講演会

実務講習会

Web

個別事案相談会等

Web
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【資料３】　別添　

４月 4/27
幹事会

(Web会議）
規約の変更、Ｒ５年度事業計画（案）等の審議及び決定

５月 5/16 総会
(Web会議併用)

規約の変更、Ｒ５年度事業計画（案）等の審議及び決定

６月

７月 7/28 ・講演会（連続実務セミナー（第１回））
※ライブ配信（MicrosoftTeams）＋オンデマンド配信（YouTube）

８月

９月 9/25
・講演会（連続実務セミナー（第２回））
※ライブ配信（MicrosoftTeams）
＋オンデマンド配信（YouTube）

１０月 10/25
・講習会（第１回）
※ライブ配信（MicrosoftTeams）
＋オンデマンド配信（YouTube）

１１月 11/29
・講演会（連続実務セミナー（第３回））
※ライブ配信（MicrosoftTeams）
＋オンデマンド配信（YouTube）

１２月 12/18
・講習会（第２回）
※ライブ配信（MicrosoftTeams）
＋オンデマンド配信（YouTube）

１月 アンケートの実施

２月

３月 中旬 幹事会
（Web会議）

Ｒ５年度事業実施結果報告
Ｒ６年度事業計画（案）の検討

４月 下旬
幹事会

(Web会議）
規約の変更、Ｒ６年度事業計画（案）等の審議及び決定

５月 5/1６ 総会
(Web会議併用)

規約の変更、Ｒ６年度事業計画（案）等の審議及び決定

６月

７月 下旬 ・講演会（第１回）
※ライブ配信（MicrosoftTeams）＋オンデマンド配信（YouTube）

８月

９月 中旬
・実務講習会（第１回）
※ライブ配信（MicrosoftTeams）
＋オンデマンド配信（YouTube）

１０月 中旬
・実務講習会（第２回）
※ライブ配信（MicrosoftTeams）
＋オンデマンド配信（YouTube）

１１月 中旬
・講演会（第２回）
※ライブ配信（MicrosoftTeams）
＋オンデマンド配信（YouTube）

１２月 上旬
・実務講習会（第３回）
※ライブ配信（MicrosoftTeams）
＋オンデマンド配信（YouTube）

１月 アンケートの実施

２月

３月 上旬 幹事会
（Web会議）

Ｒ６年度事業実施結果報告
Ｒ７年度事業計画（案）の検討

Ｒ６年度

Ｒ５年度

令和６年度　関東地区土地政策推進連携協議会年間スケジュール（案）
年度等 関東地区土地政策推進連携協議会年間スケジュール

制
度
利
用
促
進
対
応
実
施

個
別
相
談
会
（
９
会
場
）
開
催

制
度
利
用
促
進
対
応
実
施
予
定

個
別
相
談
会
（
９
会
場
）
開
催
予
定

働
き
か
け
（
市
区
町
村
）
実
施
予
定

働
き
か
け
（
市
区
町
村
）
実
施
予
定
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【資料４】

４．その他

会員の取組状況の報告について

○埼玉県行政書士会・・・P21～30

○日本補償コンサルタント協会関東支部

○神奈川県・・・P31～35
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日本行政書士会連合会副会長
埼玉県行政書士会会長 関口 隆夫

関東地区における
行政書士会の
活動紹介 Ｒ５年度版

21



行政書士業務
「官公署に提出する
書類」の作成とその
代理、相談業務

「権利義務に関する
書類」の作成とその
代理、相談業務

「事実証明に関する
書類」の作成とその
代理、相談業務

その他特定業務

例えば、

22



行政書士業務と空き家を含む低未利用地の活用

空き家、低未利用地の活用と行政書士業務は密接に関連
〇管理不全空き家の予防・・・相続、遺言、成年後見、信託契約
〇隣地空き家対策・・・相隣関係・内容証明郵便
〇空き家の利活用・・・福祉施設、飲食店、民泊の許可等
〇空き地に放置車両・・・自動車登録関連業務
〇農地の利活用・・・農地転用・開発許可
〇地域福利増進事業における都道府県知事への裁定申請
〇その他、業務上のネットワークを利用すれば・・・
・宅建業者、建設会社（リフォーム等）、解体工事業者さんの紹介
・弁護士、司法書士、土地家屋調査士、税理士さんの紹介
・障害者グループホーム、外国人労働者の寮など利活用先も・・・

23



活動の一例 一般向けセミナーの実施

24



活動の一例 一般向け冊子の作成

25



活動の一例 行政書士の研鑽
★東京都行政書士会の
研修会テキスト ★埼玉県行政書士会の

研修会内容

26
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活動の一例 市町村との連携（甲府市）

28



活動の一例 都道府県との連携（埼玉県）
令和元年6月から実施

埼玉司法書士会と
協力して実施

令和６年3月末時点
開催件数 ２３３件
参加者 ５，９３５人

実施してきた約5年間
の大半は新型コロナウ
イルス感染症の影響を
受けましたが、依頼は
多数ありました。

29



ぜひ！行政書士をご活用ください

～ご清聴ありがとうございました～

30



所有者不明土地法に基づく制度の活用状況
～地域福利増進事業裁定事例～
緑地、広場整備（神奈川県横須賀市内）

神奈川県県土整備局事業管理部用地課

31



1

目次
１．事業の概要・裁定までの流れ
２．県目線で課題と感じた点
３．事業者目線で課題と感じた点
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地域福利増進事業の裁定事例③（神奈川県横須賀市）

（神奈川県横須賀市）
○事業主体： （株）TRINITY

○地域コミュニティづくりや地域住民の介護予防等の機会提供のため、地域住民も
利用できる菜園や憩いの場としての緑地整備を検討。
○事業予定地は１筆（531㎡）で所有者（登記名義人）は１名。所有者に連絡がとれず、
探索を行った結果、判明しなかった（所有者不明土地）。

○所有者不明土地法に基づく神奈川県知事裁定により、事業者が当該所有者不明
土地の使用権（10年間）を取得し、菜園及び緑地を整備。

概要

裁定までの流れ

事業地

①所有者探索（令和４年７月～12月）
事業者が登記簿、住民票等を調査。探索の結果、
所有者を確知できない（生死・居所とも不明）状態

②地域住民と事業について合意形成（令和４年８月～令和５年５月）

③知事に対し立入り及び障害物の伐採等の申請・許可（令和４年12月）

事業予定地に立入り、植物の伐採、測量等を実施

④補償金の見積り

土地１筆の土地使用権10年間分の補償金を見積り

⑤知事に対して裁定申請

事業計画書等の公告（令和５年12月４日）・縦覧（２月間）

⑥裁定

縦覧期間中に不明所有者から異議の申出がなかったため、神奈川県知事が土地

使用権の取得を裁定（令和６年３月８日公告）

⑦土地使用権の取得

事業者が補償金を供託し、土地使用権（令和６年３月19日～）を取得 事業計画を表示する図面
© 2024 （株）TRINITY

事業地の状況

121 ㎡

203 ㎡
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3

２．県目線で課題と感じた点
・補償金の額の物価変動の考慮の方法がガイドライン上明示されて
おらず、どのように考慮したらよいか、最初、分からなかった。
・法第13条第２項第４号の裁定事項「～損失の補償金の額及びそ
の支払の時期」や法第17条の「～裁定において定められた補償金
の支払の時期」は、意味としては「支払の期限」になるのではない
か。
・法第11条第４項及び法施行令第21条に基づく、裁定申請があっ
た旨の事業区域内の適当な場所における「掲示」の参考様式があっ
た方がよいのではないか。
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4

３．事業者目線で課題と感じた点
・所有者探索の際に、古い履歴を追う必要があるなど、複雑な
事情がある所有者については、各自治体担当者との間での詳細
なやり取りが必要であるが、その際に、該当の自治体に直接訪
問し、情報収集するのは負担に感じたため、リモートでやり取
りできる仕組みがあると負担が減ると思われる。
・所有者不明土地について、実績・知見のある土地家屋調査士、
不動産鑑定士のリストを、整備していただけると、今後申請す
る方の利便性は向上するものと考える。
・一般市民が、ガイドラインを読み込み、規定された要件を充
足するために書類準備等の膨大な作業を行うのは負担に感じた。
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